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第1章 研究の背景と主題の考察



1-1社 会的背景と本研究の主題

地域の計画には社会的な合意形成が必要であり、合理的な合意形成は地域住民を含めた

関係者のそれぞれが地域観を確立していることが前提となる。本論文は、地域住民の地域

鯉 形成 を支援す るための地域情報 を提供するシステムにっ いてま とめたもので ある。

本章では、地域の計画 とそれ をとりまく社会的背景 、合 理的 な社会的合意 とその前提 と

な る地域 観、な らびに地域観 の形成過程 、にっ いて整理 して示 す とともに本研究 の位置付

けを行 っている。

(1)地 域 とはイ可か

主題 の具体的 な検討に先立 って、地域 とは何かにっいて簡単に整理 しておきたい。地域

あるいは地域社会の概念は きわめて相対的であ り、その構造お よび変動 にっいても さまざ

まな分野で多様な解釈がな され る。それ らすべてを包括す ることはで きないが、混乱を避

け るため、あ らか じめ若干 の検討が必要である。'

地表面 は種々な場所 的関係か ら成 り立 っている。一個の人 の周 りをみた場合、家族、近

隣、勤務先、 日用品の購入、選挙 などあ らゆる関係が放射 して他の人 々との問をっないで

いる。これ らの複雑 な関係のなかか ら、土地、位置、距離 などの束縛性をもっ場所的開係

を選び だし、それ らのもっ基本的な関係の範囲に よって地 域を定 めることができる。地域
の形式的な性格 を示す と、1)地 表面の一部で ある。2)固 有 な場所的関係 をもっ 。3)空 間的

な拡が り(spatialextent)を もっ。4)隣 接 の空間か ら区別 きれ る。5)よ り大な る地域の

部分である[木 内1968]。

以上か ら、地域をもっとも概括的に定義 しようとする と、それは事実に よって満 たされ

た地球上の表面を何 らかの指標に よって区画 した地理的空 間 といえる。 したがって、地域

とはまず地理的な空間を意味す る。しか しなが ら、地表面 を区画す る場合の指標 は、 どの

場合も人間の社会的生活 に大いにかかわって問題 とな る。それ ゆえ、地域 が一定の地理 的

空間を意味する としても、単 に地理的条件だけで区分 できる範 囲で嫉ない。地域 とは人 問
の社会的生活が営 まれ る一定の地理的空間で あって、 その中心 はあ くまでも人間の社会的

生活の範囲に置かれねばな らない。すなわち、一っの共同体 として なるべ く自立的に活動

で きる、人間 ・社会 ・自然の単位で あり、必 ず しも空間的境界 には拘泥 しないもの と考 え

一1一



る方 がよい[末 石 ・笹田1981]。 ここで はそれ に地域社会 とい う用語 を与 え、人間 の社

会的生活が営 まれている一定の地理的範囲 とその構造も しくは仕組みで ある と定義 する。

一般 に、地域社会 といえば、ただちに既存の行 政管 轄区域を一義的 に きして理解 され

る。行政管轄区域も地域社会 の一単位 に違 いないが、これが常に住民の社会的生活 の営 ま

れ る地理的範囲 と合致す るとは限 らない。 自治体行政 では、 自己 の管轄 区域 を絶対視 しが

ちだが、住民の社会的生活の範囲 は必 ずしもそれ に限定 ざれない。いずれにせ よ、地域社

会 の範囲は住民 の社会生活の地理的範囲、っ まり生活圏に即 して相対的 に形成 ざれ る[今

橋 ・高寄1982]。

(2)地 域観 の必要性

地域情報 として取 り出 ざれ る地理的現象 は自然 の営力で形成 きれ る とともに、人間の 自

然 に対する人為的 な働きかけに よっても影響 される。 とりわけ地域社会 において問 題 とさ

れ る地理的事象は、人間の活動に よる ところが大で ある。人問 の社 会的生活に とも な う活

動に よって さまざまな地理的現象が出現す るので あるか ら、そ こでは人間の意思決定が重

要 な鍵 を握 ることになる。

た とえば、国や自治体の地域あるいは都市計画担 当者 な らば、高速道路や都市計画街路

を何年後に、 どのルー トで、 どの程度の予算規模 で建設すれば よいか 、 といった こ とを考

えるで あろ うし、道路建設が地域 にも たらす メリッ ト、デ メリッ トも検討す るで あろ う。

また、民間企業 の計画担 当者な らば、工 場 の建 設や支店 ・営業所 の出店 を、いっ 、 どこ

に、 どの程度 の規模で行 った らよいか、 といった計画 を練 るにちがいない。行政 と民間の

いずれを問わず、亀理的課題 に関連 して地域 を変容せ しめる活動には、 この例のよ うに人

間 の意 思決定が重要な役割を果 たしている。この意思決定には、政策担当者 の評価 、判断

はむろんのこ と、地域住民の意識、企業側 の反応 、行政側 の政策方針、その他計画に関係

する人 々の意識、意見、判断な ど、きまざまな レベルの意思決定が含 まれ る。

このように地域 にかかわる計画 では、計画 の送 り手の側 だけでな く、計画の受け手側で

ある地域住民 にも意思決定が必要である。計画の受け手で ある地域住民 が、計画 の可否を

判断するのに必要十分 なだけの情報 を持 ち合わせていなければ、合理 的な意思決定 が行わ

れないのは当然で ある。計画 を策定 し、地域の生活環境 の改善 や創造な どの事業 を進 めて

い くにあたっては、 まず計画者 の作成 した計画 そのものが、地域住民に十分理解 きれ、受
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け入れ られる必要が ある。そのためには計画に関連 する情報 を、送 り手側か ら受け手側へ

いか に伝達す るか といった点 に多大な注意が払われなければな らない。

以前 より、地域 にかかわる計画では計画 に関連 す る情報を関係者に提供 し、関係者間で

の合意形成 をも とに計画を実施する とい う方法が用い られて きた。しかし、この関係者間

での合意を形成す るとい うこれまでの方法には、い くっかの問題点が指摘 され る。

一 般に計画の策定には高度の専門知識 と技術が用 いられ る ところか ら、結果 としてで き

あが った計画には専門家以外の人 々にはわか りに くいものが多 いのが実情である。 とくに

その わか りに くきの要因の一っは、計画 のプ ロセスで用い られ る種 々の表現を、専 門家の

間で用い られている状態 のままに受 け手 に提供 している点である。 ともすれば専門家 には

それ ぞれの分野で得 られ る情報 をその専 門に関する素人 一他 の分野の専門家であれ、一般

の市民であれ一にわか りやす く説明す る情熱 に欠ける ところがあるようである[笹 田

1980]o

計画 の受け手で ある地域住民 の大 多数は計画 に関 しては非専 門家で あるため、計画プ ロ

ゼスに現われる表現形式 には慣れていない。非専門家に対 して、計画意図 が的確に伝わ る

表現形式を開発す るのは計画 の送 り手側の責任で ある。すなわち、 「わか りやすい計画」

をめ ざした計画 の表現手法の開発が必要 ときれてい る。 この計画 の情報提示手段の一っ と

して、後述するく既往 の関連研究 〉に見 られ るコンピュータ生成のアニメーシ ョンな どの

手法 が、視覚情報の伝達力を高 めることに よって非専門家への ビジ ュアル ・コミュニケー

シ ョン[笹 田1984b,c]を 行 うことを目標 に開発 されっっ ある。

また近年、 このビジ ュアルなプ レゼンテーシ ョンや コミュニケーシ ョンの重要性 にっい

ての認識は、行政サイ ドでも高 まりっっある[国 土庁計画 ・調整局1986e、 地方 自治情

報セ ンター1986]。

以上に述べた計画の結果や過程が地域住民 に十分 に知 らざれていない とい う問題の以前

に、 より重要な問題がある。それは、先の問題 がク リアされて、計画 それ 自体 の意図が受

け手 に伝 わった としても 、その計画 の適否 を判断 する基盤 が形 成 ざれて いないこ とで あ

る。すなわち、 自分の住んで いる地域全体にっいて確 とした全体的な理解をもっにいたっ

ていない ということである。

地域全体 にっいての しっか りした全体的な理解 のないところへ、いかにわか りやす く計

画を提示 したところで、それは総論賛成、各 論反対 といった画一的な反応 しか呼ばない。

地域に住 む人 々が地域全体 を深 く知 り、愛着 をもっ よ うになれば、その地 域に与 えられ る

イ ンパク トー再開発や高速道路 の建設 など一にっいて より的確な判断 を下 す ことができる
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ようにな るであろ う。自分が住み、 よ く知 っている ど思 っている地域 であっても、 ざ らに

よく見れば問題点も数多 く発見 され ると同時に、先人の苦労も多 く残 ざれているので ある

[笹田1984a,d]。

したが って、地域 に住み、働 く人 々が 自分達 の関係する地域にっいて確 とした全体的な

理解 をも ち、大局的な見地か ら判断 を下 すことがで きるだけの考 え方 をもてるこ とは、地

域 に関す る計画 のも っとも基本的な要件 である。

本研究では、地域 にっ いての確 とした全体的な理解 を地域観 と呼 び、地域情報を住民 に

提供す ることによって、 この地域観の形成を支援す ることを大 きな目標 とす る。

(3)地 域観 の形成

地域にっいての全体的な理解、すなわち地域観の必要性 を述べ たが、地域にかかわる計

画 のように多面的で複合的な問題 を扱 う場合 に難 しいことは、まさに この問題を全体 とし

て とらえるとい う点 にある。地域 の ように さまざまな要素か ら構成 される問題を把握す る

場合、問題意識に応 じて、 さまざまな学問成果を活用せ ざるをえない。この ことが近年、

学際的 アブR‾ チ(lnterdisciplinaryApproach)を さかんにした理 由で あり、地域問題

の全体性 を反映 した全体的 アプ ローチが必要な背景でも ある。地域にかかわる計画 におい

て、 この全体的アプ ローチを専 らの仕事 に して きたのがいわゆる専門家である ことは言を

またない。

そこで、非専門家である地域住民 を含 めた関係者のそれぞれが地域観を確立す るには ど

の ような過程 を経 る必要があろ うか。一概に地域観 といっても、そこにはい くっかの レベ

ルがある ように思 われ る。最終 的 には、計画案が提出 きれた際に合理 的な意思決定が行

え、最も望ま しい代替案が選択で きるというレベルにまで到達 していることが理想 であろ

う。

概観す るな らば、まず地域への関心 という形で社会的機運が醸成 され、個人 あるいは個

別主体が地域 の観察 を始める。その結果、地域の問題 を発見 し、 その問題の構造 を共通に

理解する。き らに、個別主体の利害 に共通 する部分 を見っけだし、社会的 目標す なわち地

域 目的 として位置付け ることによって、合理的な意思決定が行 えるという最終 レベルに到

達 できる。

以上 のプ ロセスを情報 を中心 においてシステム化す る立場か ら整理 してみる と、情 報提

供 と情報交換 きらには情報交流 といった図式も見 えて くる。また、このプ ロセスの一部 を
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支 援す る道具立てを 「地域を見 る装置 」と設定 して、その概念整理 を行った研究[大 阪大

学 地域学研究会 ・大阪大学工学部環境工学科1982]も ある。

情報 を中心 に して上記のプ ロセスをも う一度検 討 してみ よう(図 一1 .1)。 まず、情

報提供 の レベルでは、個人や個別主体 に地域情報が提供 ざれ ることによって、地域への関
心が喚起 ざれ、地域 の観察が始 まる。 これは、専門家 が地理的要素 か ら構成 された地域 を

読み取 る作業 の出発点 を、観察に置 いているの と同様 である。各個人や主体は身近な環境

をみずか ら観察する ことに よって、地域 に関する基礎的な知識や情報、基本的な事実 にっ
いてきちん と知 る必要が ある。ただし、地域住民は非専門家で ある ところか ら

、地域 の観
察 においても情報提供 とい う支援 を受ける必要があろ う。

地域社会の現状 に関する正確 な知識 と情報 を手 に入れた上で、 これ らの事実を総合す る

こ とによっては じめて、地域にっいての全般的な見方を獲得す ることになる。 さらに、各

個人や主体は、 この地域 にっいての断片的な知識 を総合化す る過程 で問題 の発見能力を養

い、あ らためて地域 の問題 を発見するのである。この情報提供 には、 さまざまな手段や方

法 が考 えられ るが、基本的に構造は単純 であ り、情報の発信者、受信者 を考えれば よく、

その両者 を単方向 のメデ ィアでっないでいる。

情報堤供によって、地域の問題を認識 した主体が増 え、 これを共同で解決 しようと考 え

るな らば、っ ぎに合意形成 の前提 として、問題構造を共通 に理解 することが必要 になり
、

そのために情報交換が始 まる。 ここでは、地域住民 の各個人 や個別主体 の相互間の情報交

換ばか りでな く、専門家 や専門組織 との知識の交換も行 うこ とによって、地域の現状 と問

題の事実関係 の認識か ら問題構造にっ いての客観的 な共通理解 を形成す ることができる段

階にいたる。情報交換 は2主 体が交互 に情報 の送信者 、受信者になるもので主 として双方

向メデ ィアを通 じて行われる。

最後 に、事実関係の認識が共有 きれた としても、各主体が それぞれ どのような価値観 を

もって生活 し、 あるいは どの ような形 の生活 をイメージしてい るのか を、お互 いに知 らな
けれ ば、合理的な意思決定の基盤 として必要 な共通の社会的目標 としての地域 目的は形成

されない。

この ように他主体価値 の認識か ら共通 の社会的目標の形成には、先 の情報交換では不十

分であ り、複数の主体が ある特定の場 に集 まり、相互 に情報 のや りとりをする情報交流 が

考 え られる。
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情報提供 関心の喚起一一一→地域の観察と問題の発見

情報交換 事実関係の認識一一一→問題構造の共通理解

情報交流 他主体価値の認識一一一→社会的目標の形成

(A,B,Cは 地域 の個人や個別主体 を表 わす。この うちAは 地域情報を集約的にもっ個

人や主体、た とえば専門家や 自治体 をイメージする。)

図一1.1:地 域観形成の枠組

本研究では、地域観 の形成 を支援す るとい う大 きな目標 のも とで、まず その初期的段 階

で ある情報提供 レベルに着目 し、地域情報を地域住民 に提 供する方法 と、その周辺 に焦点

をあてて、コンピュータに どのような支援ができるか、そ して どのよ うな課題があるかな

どを研究する こととする。
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1-2研 究 の目的 と方法

本節 では、前節 において設定 した主題 「地域情報 を地域住民 に提供 す る方法 」にっい

て、その具体 的な目的 と背景 を考察 した うえで、地域情報がその表現 レベルにおいて、わ

か りやす さを獲得す るひ とっの方法 として情報 の視覚化 を取 り上げ考察する。 さらに、研

究方法 を概括 し、既往 の関連研究 と本論文の構成にっいても述べてお く。

(1)研 究 の目的 と背景

本研究 の具体的な目的は、地域観 の形成 に至 るまず第一一歩 として、身近 な環境を観察す

る人々に対 して、 それ らの人 々が必要 とす る地域 情報を提供す る方法 一地域情報 システ

ム ーを開発 し、必要 な情報 を、必要 な時に、必要な形式で提出することによって、観察 を

支援す ることにある。

このような研究目的の背景に は、次の ような状況が ある。っ ま り環境の観察 には、多数

の地域情報が必要 とされ るが、実際に必要 な地域情報 を手 に入 れることは簡単 ではない と

い う状況である。

環境の観察 をしようとする と、観察計画を立案する段階か ら、観察結果 を位置付け る段

階に至 るまで、多 くの地域情報 を必要 とする。たとえば、観察 に先立 ち、対象地域の地図

を入手す るとい うのは、 この端的な例で ある。 さらに観察 の結 果は、他 の地域情報 と照合

す るこ とに よって、初 めてその妥当性 ・正当性が評価 され る。っま り関連す る地域情報 な

しには、いかなる観察結果 であっても その位置付けす らで きないので ある。

関連す る地域情報 としては、先程 の例にあげた地 図に限 らず、観察対象地域 内の観察対

象事象 とは異 なる他 の事象 、あるいは他地域 での同 じ事象、 きらにそれ らの過去 な どに関

するものであ り、 これ らの地域情報 はとりもなお きず先人に よる環境の観察結果で あり、

広範にわたる。現在、 この ような地域情報を集約 的にも っているのは、県あるいは市町村

な どの 自治体で ある。しか し、環境 の観察を しようとす る人々が、自治体がもってい るこ

れ らの地域情報に接近 しようとす ると、それは必ず しも簡単 な ことではない。情報への接

近 を妨 げている原因 はいくっか あるが、その代表的 なものは 自治体の組織 と情報の形式 の

二点に要約 ざれ るで あろう。
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自治体の組織が、地域情報へ の接近 を妨げている とい うのは、次 の ようなこ とで ある。

自治体では現在、地域情報はそれを必要 とする各部局が独 自に収集 し保管 して いる。そし

て、それ らを横断的に掌握 している部局 はわず かに先進的 な県や市 に一部見 られ るだけで

あ る。その結果、庁 内においても、情報 は担 当者個人に帰属 し、その全貌を知 るものは誰

もいないとい う状況が生 じている。

さらに、情報を各部局が独 自に扱 っているがゆえに、同 じ地域 の情報であっても、部局

に よってその精度、範囲、定義、形式 な どで整合が とれず 、相互参照ができない とい う事

態 が生 じている。いわゆる 「タテ割行政 の弊害 」の一っで ある。

一方、情報 の形式が地域情報への接近 を妨げている事情 とい うのは次の ようなもので あ

る。自治体 の各部局 で集め られている地域情報 は、その部局の 日常業務に必要で あるが ゆ

えにそ こにあるのであって、業務に都合の良 い形式にはなっていても、決 して一般 の人 々

の利用に好都合 な形式にはなっていないのが通常で ある。

したが って、仮に苦労の末 めざす情報に到達で きた としても、その情報 になん らかの加

工、変換を施 ざなければそのままでは使 えない とい うことが しば しば生 じる。た とえば、

台帳 の中か ら必要事項 だけを抜 き書 き したり、統計表 をグラフ化 した り、統計地図化 した

りする作業が これにあた り、 とくに専門家独特 の記述形式 を一般 にわか りやすい表現 に変

換するこ とは簡単ではない。

先進的な自治体では、すでに地域情報システ ムの利 ・活用に よる地域情報の一元化 によ

り、前者の組織に まっわ る問題の解決 は図 られっっある と考 えられ る。 しか し、後者 の情

報形式の問題 は依然 として残 されたままである。すなわち、システムの多 くが計画策定支

援システム、言わば計画の送 り手側 のシステム として、計画を策定す る主体内部 での意思

決定 を援助す ることを目的 としてお り、計画主体の内部での専門家のみに よる利用 のため

に情報 の表現形式は一般 市民 にとって理解 しが たいもの となって いる。

本研究では主 として地域情報の変換 に着 目す る。収集 された情報をわか りやす く、かっ

使 いやすい形式に変換 ・加工す る計算機システムの開発を行 うとともに、必要 な情報をわ

か りやすい形で実際 の場に提供 し、観察を支援 しようとしている。

(2)情 報 の視覚化

(1)に おいて述べた ように、地域情報は専門家以外 の一般市民 には非常 に難解な形で
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表現 されている。 これは、 自治体の 日常業務 や計画策定にたず きわる専門家に都合の よい

形式 になっているためで、できるだけ情報 の表現 のもっ冗長性 を排除 し、凝縮 した形で惰

報を定義 し意思の疎通をはかる必要か ら生まれ た結果で あり、地域情報が 自治体 あるいは

計画主体 の内部でだけ用い られ る場合には、 さして問題はなかったと言 える。しか し、地

域情報が外在化 され一般市民に提供 されるためには、わか りやす い表現形式 によって表現

しなおす必要が発生 しているのである。

一般 に情報は文書 とい う形を とるよりも
、図形や画像 といった視覚的な手段を通 して与

え られる方が、はるかにわか りやすい。文字や数字の羅列で表わ きれ る情報 よりも、視覚

に訴 え られ た情報 の方が 、はるか に印象 が強 く、かっまた全体 を一 目で見渡す ことがで

き、理解 の過程 においては効果的である。この情報の視覚化手法 として従来 より用 い られ

て きたモデルには、図表 ・模型 ・写真、 および計算機 に よる図形 出力(ComputerGraPh-

iCS)な どの視覚 モデルがある。

イー ・フー ・ツァン(Yi-FuTuan)は アメリカの大学での地理学 の講義状況 をも とに、

以下の ような事情をのべている。 『子供た ちはテ レビによって育 て られてきた。子供たち

は、話 きれた り書 かれ たりしたことばを通 して想像 にふける よりも、カメラの視角を通 じ

て 「直接 的に」世界 を見なが ら、 「そ こにいる」こ とに よって世界に関することを学んで

行 く。われわれ は、教 え るために示 した り語 った りする。視覚 的 な技術が発達 す るにっ

れ、語 るよ りも示 すこ との方が多 くなるだろ う』[Tuan1979]。 このように、今 日の文

化では、知識や情報を伝 える手段 として、視覚 に訴 える傾向がめだっ。 目で とらえること

に よって、いわば感性的な認識 を通 じて、事柄 の本質 が求め られている。

(1)で も述べているように、地域情報は さまざまな形態を とって、広範に存在す る。

そのなかでも、地域的な概念や事実 を示すための手段 として、地図は最 も本質的 なもので

あるといえる。なぜ なら、地図は視覚 モデルで あるがゆ えに、最も よく地域相互の関係 を

具体的 に示 し得 る し、他 の方法 では位置 を的確に示す ことがきわめて困難であるか らであ

る。

地図 は一目みて地域関係がわか るものでなければな らないが、常 にその ような簡 明な地

図が用意 されて いるわけではない。地理学の分野においては地図をみ ると言わずに、 「読

図(皿apreading)」 とよぷわけは、地図 か ら地理 の事実 を読み とって、地域関係を解釈

す るか らである[木 内1968]。 地形図は地表面を写真に とった ように事実 をほぼそのま

ま示 したものであるが、数多 くの約束事 と表記法を用い、個 々の事実は記号化 されて示 さb

れている。 この平面図化 された地形図か ら翻訳によってある種の事実 を検 出す ることは、
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一般市民 に とって必ず しも専門家 ほ どには容易 なことで はない。既製の地形図を加工 して

作成 される多種多様 な地図の存在がそのことを物語って いる。た とえば、等高線 を100mお

きに塗 って地形の大観を見やす くした図、水 田を黄色 く塗 ってその分布や地形 との関係を

示 した図、行政区界 ごとに人口密度を色分 して描 いた図 な どである。

上に述べ た ような、地形図を加工 してわか りやすい表現 の地図を作成 している例 に限 ら

ず、都市や環境 をわか りやす く目に訴える形に表現 しなお した例 は古 くか ら数多 く存在す

る[Wurman1971]。 しか しなが ら、そ の多 くは人間 の手作業 に依存 しなければな らず、

多大 な時間 と労力 を要 し、また可変姓にかけるとい う欠点 をも っている。そ こで、本研究

ではコンピュータ ・グラフ ィックスのもっ操作性、可変性な どの豊富な表現能力 と強力な

情報処理能力に着 目す ることとなった。

(3)研 究 の方法

地域情報システム、 とくに計画策定支援システムのもっ情報の表現形式の問題にっいて

はすでに触れたが、既存 システムにおける表現形式 の問題が解決 きれ た としても、住民に

よる地域 の観察 を支援 するシステムとするにはまだ問題が残 る。

それはシステムに可搬性 ・機動性がない ことで ある。すなわち、既存 の計画策定支援 シ

ステムは汎用大型機や ミニ ・コンピュータをベースに開発 されてい るシステムがそのほ と

ん どであり、その設置場所 は限定 されている。言 い換 えれば、計算機システムのもっ種 々

の機能 は、システムの設置 され た場所でのみ成立す るのであ り、実際に地域住民 の個人あ

るいは個別主体が身近 な環境の観察 を行 う場 とは掛け離れた ところに位置 している とい う

ことである。

一方、最近の計算機 システムの小型化 と機能拡充 には目覚 しいものが あ り、パー ソナ

ル ・コンビx"タ として可搬性 ・機動性 と高度 なグラフィック機能 を備 えたものが出現 し

ている。そこで、パーソナ ル ・コンピュー タを用 いてシステムを開発す ることとす る。

具体的な研究方法 としては、実際のフ ィール ドで運用 を行 いなが ら、地域情報システム

を完成 させ ることとす る。す なわち、特定 の研究対象地域 を設定 し、その地域で実際に生

じている具体的な地域情報へ の接近要求 の うち、代表的なも のに焦点 を合わせて、 それぞ

れが必要 とす る情報 の範囲を想定 し、情報 を収集 し、データベースを構築する。さ らに、

情報 の変換 ・加工方式を決定 し、要求仕様 を明 らかにして、システムの開発を行 う。っま
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り、開発 の最 も初期の段階か ら、実際のフィール ドにおいて、システムのプaト タイプの

原型 の運用試験 を行いなが ら、最終的にプaト タイプを完成 きせる とい う方法を とる。加

えて、最終的に完成 きれたプ ロ トタイプ ・システ ムを、再度実際のフィール ドで運用 ・評

価する ことにする。

以上 の ように、実際のフ ィール ドでの運用 ・評価 を行 うために、対象地域 の自治体行政

当局 の協力 はもちろんのこ と、地域情 報への接近要求 が強 く、 日頃か ら独 自の活発 な活動

を行っているい くっかの市民グループの協力を得 るこ ととする。この理由は、も ちろん、

本研究 に対 して広 く知見 を集めたい、 あるいは本研究の成果 を広 く利用 したい とい うこと

もあるが、それ以上に、本研究が一っの契機 となって各グループが関連研究 を行い、本研

究の成 果 とそれ ら関連研究 の成果 とを合わせて、全体 としてみた場合に大きな研究成果を

挙げたい と考 えるか らである。

(4)既 往 の関連研究

コンピュータによる地域情報の処理 とプ レゼンテーシ ョンは、非常に広範 な応 用分野を

もっている。そのため個 々の分野 にっいて、網羅的に本研究 の関連研究を レビューするの

は非現実 的なことで ある。そ こで、筆者が主に研究発表 ・交流 の場 として きた臼本建築学

会電子計算機利用 シンポジ ウムに発表 された研究 を中心 に、本研究 に関連 する研究 と課題

を考察 する。なお、同シンポジウムは1979年 に第1回 が開催 されて以来、年1回 づっ開催

され1987年 までに9画 を数 えている。

都市計画をは じめ として、建築計画 、グラフ ィックス、自動製図、環境工学、その他の

分野で1987年 までに発表 ざれた論文の うちで、図形処理 の基礎手法にっいて の研究例を除

き、本研究 と関連する都市 ・地域 レベルの(建 築単体 ではない)問 題を取 り扱 う関連研究

は約55編 ある。これ らの関連研究は大 き く2っ の種類 に分類で きる。一っはシミュ レーシ

3ン ・モデルの作成 とその利用 に関す るもので あり、25編 ある。も う一方 はイ ンプ ット/

アウ トプ ッ ト、データベース といった情報の処理 に関す るもので、同 じく25編 ある。その

他 に、図形処理の概観[笹 田 ・山 口 ・吉川1980]、 情報交流[笹 田 ・山口 ・吉川他

1982]、 都市空間表現の意義[笹 田 ・吉川 ・秋道1985]、 図形 ・画像 の統合処理[井 上

他1985]な ど5編 である。
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シミュレーシ ョン ・モデルの作成 とその利用に関 しては、シ ミュ レーシ ョン ・モデルの

対象に より4っ に分け られる。すなわち、騒音、防災、水需要 、大気拡散、都市廃熱な ど

の個 々の都市問題 にっいての個別的なシミxレ ーシ ョン ・モデル(13編)、 都市 を対象 と

した政策代替案 の効果計測 を行 うモデ ル(6編)、 人 あるいは車の行 動を対象 としたシミ

ュレーシ ョン ・モデ ル(4編)、 地域 ・都市 を対象 としたゲー ミング ・シミュ レーシ ョン

(2編)で ある。

一方、インプ ッ ト/ア ウ トプ ッ ト、 データベース といった情報の処理 に関するものの う

ち、イ ンプ ットに関 しては7編 の報告がな きれている。 リモー ト・センシング 。デ ータを

入力データ として、土地利朋解析 な どに応用 したものが5編 と、入力方法の改善 を企図 し

たシステムの構築が2編 である。

また、データベー スの構築 を主 たるテーマ とす るものは3編 ある。メ ッシュ ・デ ータ処

理 システム[位 寄他1980]は 、ポ リゴン ・データ処理機能 の付加 とデータベース機能 の

充実に よって、況用的地域情報システ ム[位 寄他1982]と してほぼ完成 きれている。 こ

のシステムは大型況用機 を用いてお り、マ ッピング機 能もも って いる。 これ に対 して、

パーソナル ・コンピ ュータを用 いた都 市データベース ・システム[和 泉 他1984]も あ

る。

最後にアウ トプ ットに関す るもの、すなわちグラフィックス関係 は15編 を数 える。その

うち、カラー ・グラ フィックスの有効性を検証 したものが2編 、地形 ・自然景観 の表現方

法 に関するものが3編 、都市空 間の表現方法に関す るものが8編 、マ ッピングに関す るも

のが2編 で ある。都市空間 の表現方法には、 アニメーシ ョン手法[広 谷1981、 笹田 ・吉

川 ・清水他1984、 笹 田 ・吉川 ・沢井1985,1986,1987]、 画像合成 による表現[高 間他

1979、 笹田 ・吉川 ・能勢1986]、 形態要素のプ リミテ ィブ記述に よる表現[出 口 ・山田

1987】 がある。アニメー シ ョンは視覚情報 の伝達力 を高めるこ とを目標 とし、他 の2っ は

表現への迫真性(リ アリテ ィ)付 与をね らっている。マ ッピングにな、問題志向 あるいは

利用者志向の独 自のハー ドウェアの開発 とオーバー レイ ・マッピングへの応用[笹 田

1979]と 、パーソナル ・コンビx一 タを用 いた交通計画 を支援するマッピング ・システム

[両角 ・隈 ・下川1987]が ある。

シミュレーシ ョン ・モデルの構築は、大型計算機を前提 とした大規模総合 モデルか ら特

定の目的に対応す るパー ソナル ・コンピュータ利用の小規模モデルへ と転換 しっっあ り、

グラフ ィックスの利用 とい ったアウ トプ ットの表示をいかに行 うかが当面 の課題 となって

いる。シミュレーシ ョンの結果 を地域や都市 な どの空間的広が りの中で表示する ことの意
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義 を考 える と、今後 ます ます地域情報シ ステム との連結 は重要性 を増 すもの と考 え られ

る。

・一方、情報の処理 に関 しては、大量のデータ を取 り扱 うことか ら、 データの簡便 な入

力、既存データの有効活用、作成 ざれ たデータベースの効 率的な利用 、わか りやすいアウ

トプ ッ トの表示をいかに して行 うかに重点が置かれている。 しか しなが ら、アニメーシ ョ

ン手法 の一部に非専門家へ の情報提示を意図す るものがみ られるものの、計算機システム

の利用主体 は、 これ まで研究者や専門家が そのほ とん どであったために、かれ らの レベル

でのわか りやす きで あって、決 して不特定多数 の非専門家 に とってのわか りやす きとはな

っていない。

(5)本 論文の構成

本論文は、全体で6っ の章か ら構成 されている。 以下 に順 を追 って、各章 の概要 を述

べ る。

第1章 では、地域の計画 とそれを とりま く社会的背景、合理的な社会的合意 とその前提

となる地域観、な らびに地域観の形成過程、にっいて整理 して示 す とともに本研究 の位置

付けを行 っている。

第2章 では、地域情報 システムの例 として、地域の諸特性 を街 区 レベルで操作 し、その

分析 、総合結果 を視覚的 に表現 し提供す るシステムを開発 し、実際 に計画に適用す ること

に よって、地域観の形成 を支援す る地域情報 システムが持っべ き機能にっいて考察 した結

果 を提 示 してい る。 ここでは、問題志 向 ・利用者志向の立場か らミニ ・コン ピュータ を

ベースに開発 ざれた画像表示 システムを用 いてい る。

第3章 では、地域にっいて初めて学ぶ機会である、小学校 の社 会科教育に着 目し、地域

学習の現場で使用可能 な地域情報 システ ムの開発 を行い、教室 での実際の運用 を通 じて児

童 による地域の現状の理解 に対 するシステ ムの有効性 を測定 、評価 した結 果を示 してい

る。対小 学生の システム を開発す るこ とに したのは、 わか りやすい表現 、魅力 のある表

現、システムの操作 のしやす さな どに対 して子供達 の素直な評価 を期待 した ことと、地域

観 の形成 とい う観点か ら、子供の頃に身近 な環境 を観察す る能力や方法 を身にっける とい

うことの重要性 に着 目した結果である。

第4章 では、第3章 で開発 したシステムが一般市民に よっても利用可能 となるように、

地域 の現状を示す情報 に とどま らず、計画情報 に対 するL市 民 の接近要求 を考慮にいれ

た拡充の方法 を示 し、システムの開発 とその試験的な運用、評価 の結果明 らか となったシ
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ステムの有効性、お よび今後 の開発の方向にっいて考察 した結果 を提示 している。

第5章 では、一般市民が これまでの地域情報を提供 され る とい う立場か ら、一歩進んで

積極的に地域情報 を作成 し、地域 の計画 に参加する ことを可能 とするシステムの開発 と、

再開発計画での実際の運用、評価 の結果を示 している。さらに、市民 によって作成 ざれた

都市データをも とに制作 され た、計画後の景観 を示すアニ メーシ ョンの情報伝達効果にっ

いて検討 した結果 も示 している。

第6章 では、以上 の成果 を総括 し、明 らか となった主要な事項 をまとめて結論 とした。

-14一



/

第1章 引用 文献 お よび参 考 文 献

青木 由直 、 「地域 情 報 シ ス テ ム 」、情 報処 理 、27巻10号 、1986

Burrough,P.A.,"PrinciplesofGeographicalInformationSystemsforLand

ResourcesAssessment,"OxfordSciencePublications,ClarendonPress,1986

地方 自治 情 報 セ ン ター 、 「プ レゼ ンテ ー シ ョン ・シス テ ム の研究 開 発 に関 す る調 査 研

究 」、1986

出 口敦 、 山 田学 、 「形 態 要 素 の プ リミテ ィブ 記述 に よ る都 市 空 間 の記 述及 び表 現 に関 す る

研 究 」、第9回 電 子 計算 機 利 用 シ ンポ ジ ウ ム論文 集 、 日本建 築 学会 、1987

Foley,J.andA.VanDam,"FundamentalsofInteractiveComputerGraphics,"

Addison-Wesley,1982

広谷 豊 史 、 「3次 元 カ ラー ・アニ メイ シ ョン ・シ ステ ムPAINTERに っ いて 」 、第3

回電 子計 算 機 利用 シ ンポ ジ ウム 論文 集 、 日本 建築 学 会 、1981

位寄 和 久 他 、 「都 市 計画 の ため の メ ッシ ュデ ー タ処 理 シ ス テ ムに関 す る研 究 」、第2回 電

子 計 算機 利 用 シ ンポ ジ ウム論 文集 、 日本 建 築 学会 、1980

位寄 和 久 他 、 「グラ フ ィ ック ・タ ー ミナ ルに よる地域 情 報 ネ ッ トワー ク」 、第4回 電 子計

算 機 利用 シ ンポ ジ ウ ム論文 集 、 日本 建築 学 会 、1982

今橋 盛 勝 、 高寄 昇 三 、 「自治体 の情 報公 開 」 、学 陽 書房 、1982

井 上 泰 他 、 「図 形 ・画 像 統 合処 理 システ ム=GRANSY=の 建 築 計画 へ の応 用 」、第7

回電 子計 算 機利 用 シ ンぷ ジ ウム論 文集 、 日本 建 築 学 会 、1985

-15一



伊理正夫、 「数理工学 か らみ た地域情報の特徴」、都市計画 と地域情報システム、 日本都

市計画学会 、1983

和泉潤他、 「パーソナルコンピュータを用 いた都市データベー スシステ ムの開発 とその応

用 に関する研究」、第6回 電子計算機利用シンポジウム論文集、 日本建築学会、

1984

木 内信蔵 、 「地域概論」、東京大学 出版会、1968

国土庁計画 ・調整局編、 「国土情報 一国内 ・海外の動向」(国 土情報 シ リーズ1)、 大蔵

省 印刷局、1986a

国土庁計画 ・調整局編、 厂国土数値情報」(国 土情報 シ リーズ2)、 大蔵省印刷局、

1986b

国土庁計画 ・調整局編、 「国土情 報の知識管理」(国 土情 報シ リーズ3)、 大蔵省印刷

局、1986c

国土庁計画 ・調整局編、 「コンピュータによる国土情報の管理 と利用」(国 土情報 シ リー

ズ4)、 大蔵省印刷局 、1986d

国土庁計画 ・調整局編、 「国土情報 によるビジュアル ・コミュニケーシ ョン」(国 土情報

シ リーズ5)、 大蔵省印刷局 、1986e

国土庁計画 ・調整局編、 「地理情 報システム」(国 土情報シ リーズ6)、 大蔵省印刷局、

1986f

国土庁計画 ・調整局編、 「21世紀 に向 けての国土情報整備」(国 土情報 シ リーズ7)、 大

蔵省印刷局、1986g

腰塚武志編 、 「計算幾何学 と地理情報処理」、bit別 冊 、1986

久保幸夫、 「地理的情報の処理をめ ぐって」、映像情報、17巻18号 、1985

-16一



久 保 幸夫 、 「コン ピ ュー タ ・マ ッ ピングの 最 前線 」、PIXEL,No.56～59,1987

久 保 幸夫 、寄藤 昂 、 「コ ン ピュー タ ・マ ッ ピ ング ー概 念 整 理 とわ が国 の現 状 」、PIXEL,

No.18,1984

Marble,D.etal.(eds.),"BasicReadingsinGeographicInformationSystems ,"

SpadSystems,1984

Monmonier・K・ ・"Computer-AssistedCartography=PrinciplesandProspects ,..

Prentice-Hal!1982

両 角光 男 、隈省 一 、 下川 弘 、 「交 通計 画 の た め のグ ラ フ ィ ック情 報 支 援 シ ステ ム(そ の

1)-OD表 の分 析 と公 共 交通 網 の サ ー ビス体制 評 価 」 、第9回 電 子 計算 機 利用 シ

ンポ ジ ウム論 文 集 、 日本 建築 学 会 、1987

Nagy,G.andS.Wagle,"GeographicDataProcessing,"ACMComputerSurvey ,Vol.

11,No.2,1979

大 阪大 学 地域 学 研 究会 、 大 阪大 学 工学 部環 境 工 学 科 、 「地 域 を見 る装 置 とそ の効 果 にっ い

て 一地 域 学研 究 に も とつ く新 しい大 学 機 能 の編 成 に関 す る予備 的 研 究 一」、1982

笹 田剛 史 、 「図形 処 理 シ ステ ムの開 発 とオー バ レイ ・マ ッ ピング へ の応 用 」 、第1回 電 子

計算 機 利用 シ ンポ ジ ウム論 文集 、 日本建 築 学 会 、1979

笹 田剛 史 、 「地 域 の観 察 と地域 天文 台 」、生 産 と技術 、32巻2号 、1980

笹 田 剛 史 、 「地 図情 報 の応 用 一地 域 観形 成 のた め に 」、PIXEL,Na .18,198始

笹 田 剛史 、 「コ ン ビx一 タ ・グ ラフ ィ ック ス と ビジ ュ アル ・コ ミ ュニ ケー シ ョン」、 コン

ピュー タ ・グラ フ ィ ック スの利 用 に関 す る発表 会 資 料 、 日本 建築 学 会電 子 計算 機 利

用委 員 会 、1984b

-17一



笹田剛史、 「建築設計におけるCAD化 の現状 と問題点 」、CAD/CAS(別 冊 コンピュー トピ

ア),No.3,1984c

笹田剛史 、 「地域情報システム と地域観の形成 」、NaLPI-News,1巻5号 、1984d

笹田剛史、山口重之、吉川眞、 「ラスタ ・グラフィックスの建築計画への応用」、第2回

電子計算機利用シンポジウム論文集、 日本建築学会、1980

笹 田剛史、山口重之、吉川眞他、 「協同研究 のためのコンピュー タネ ットワーク

ILATER-LAB」 、第4回 電子計算機利用 シンポジウム論文集、 日本建築学

会、1982

笹 田剛史、吉川眞、秋道慎志、 「都市 デザインにおけるビジュアル ・コミュニケーシ ョン

に関す る基礎的考察 一計算機 による都市空間 のイ メージの表現 にっいて一」、第7

回電子計算機利用シンポジウム論文集、 日本建築学会 、1985

笹田剛史、吉川眞、能勢浩三、 「建築計画 ・設計におけるアイコニ ヅク ・シミュ レーシ ョ

ン」、第8回 電子計算機利用シ ンポ ジウム論文集 、日本建築学会、1986

笹田剛史、吉川眞、沢井健 、 「映像 メデ ィアによる都市計画情報 の伝達 の意義 と可能

性」、第7回 電子計算機利用シンポジウム論文集、 日本建築学会、1985

笹 田剛史、吉川眞、沢井健、 「コンピュータ ・グラフ ィックスに よる都市景観シ ミュレー

シ ョン動画 の制作技法」、第8回 電子計算機利用シ ンポジウム論文集、 日本建 築学

会、1986

笹田剛史、吉川眞、沢井健 、 「CG立 体映像 システムの開発 」、第9回 電子計算機利用ρ

ンポジウム論文集、 日本建築学会、1987

笹 田剛史、吉川眞、清水弘之他、 「ダイナ ミックグラフ ィックスの建築設計への導 入に関

す る基礎的研究 」、第6回 電子計算機利用シンポジ ウム論文集、 日本建築学会、

ユ984

-18一



末 石 冨 太 郎 、 笹 田 剛 史 、 「大 学 の 地 域 に 果 た す 役 割 一大 阪 大 学 で の 試 み を 中 心 と し

て 一 」 、IDE現 代 の 高 等 教 育 、218号 、1981

高 間 譲 治 他 、 「環 境 計 画 に お け る ア イ コ ニ ッ ク シ ミ ュ レー シ ョ ン シ ス テ ム 」 、 第1回 電 子

計 算 機 利 用 シ ンポ ジ ウ ム 論 文 集 、 日本 建 築 学 会 、1979

Talbot,S.,"TheUseofMappingInformationManagementSystemsintheCityof

NewYork,"Proe.NICOGRAPH'85,1985

田 村 秀 行 他 、 「コ ン ピ ュー タ 画 像 処 理 入 門 」 、 総 研 出版 、1985

Tomlinson,R.F.,"GeographicInformationSyste皿 一ANewFrontier,"1984(久 保 幸

夫 、 金 安 岩 男 監 訳 、 厂地 理 的 情 報 シ ス テ ム ー 新 た な 挑 戦 」 、 地 理 、30巻3号 、

1985)

Tuan,Yi-Fu,"SightandPictures,"GeographicalReview,VoL69,No.4,1979(千 田

稔 訳 編 、 「視 覚 と画 像 」、 地 図 の か な た に 一 論 集 景 観 の 思 想 一 、 地 人 書 房 、

1981)

Wurman,R.S.,"fakingtheCityObservable,"WalkerArtCenter,1971

郵 政 省 通 信 政 策 局 編 、 厂コ ミ ュ ニ テ ィ を 育 て る ニ ュ.一 メ デ ィ ア 」 、 大 蔵 省 印 刷 局 、1986

-19一



第2章 街区レベルにおける地域情報の視覚化



2-1問 題の設定 とその背景

本章では、地域情報 システムの例 として、地域 の諸特性 を街 区 レベルで操作 し、その分

析、総合結果を視覚 的に表現 し提供するシステムを開発 し、実 際に計画 に適用することに

よって、地域観 の形成 を支援 する地域情報システムが持っべ き機能にっいて考察 する。

(1)問 題設定

一般 に都市部 の地 区再開発計画 あるいは整備計画を進 める場合 に
、当該地区の特性に合

った環境整備の方向付 けを行 う必要が ある。 このよ うに地区の特性 を明 らかに し、何 らか

の決定 を行 う場合、考慮 しなければな らない地域情報は数多 く存在す る。これ らには、各

種既存 の調査資料 あるいは独 自の現況調査をも とにした調査対象地区の各種法的規制関連

図、地形図、道路網図、都市施設分布 図 な どの地図情報、 また対象地 区の人 口、人 口密

度、交通量な どの統計情報があげ られ る。

これ らの情報をも とに計画 に関係す る人 々すべてが計画行為へ の相互理解を深め ること

は、計画解)策定 と実施 を円滑 にすすめるために不可欠 の用件で ある。通常、地域や都市 に

関す る意思決定の場 において示 される情報 は、当該地区の空間的 な広が りのなかで視覚化

きれて いる ことが望 ましい。 ところが従来、情報の視覚化のために用 い られてきた手法、

すなわち図面 ・模型 な どは、作成に非常 に多 くの時間 と労力 の必要 とするもので あり、ま

た可変性 に欠ける とい う欠点をもっている。

そこで近年、一部のものには計算機による情報 の視覚化が試み られるようになった。す

なわ ち、コンピュータ ・グラフ ィックス と呼ばれる情報のグラ フィックなプ レゼ ンテー シ

ョンである。図形処理 は計算機に とっては苦手の分野の一っで あったが、初期のプ リンタ

による便宜的な表現か ら、プ ロッタを用 いたもの、 カラー ・グラフ ィック ・デ ィスプ レ・イ

を利用す るものまで、ハー ドウ ェア ・ソフ トウェアの両面で発達 して きている。 とくに、

地図情報の ような空間的な広 が りをもっ情報 をコンピュータ ・グラフィックスで取 り扱 う

場合、 メッシュを利用す る方法が簡便で あり、かっ有効 な方法 であ り、国による約1k皿 四

方(3次 地 域 メッシ ュ)を 基準 とする国土 数値情報整備 をは じめ として 、各種 のメッシ

x・ データ整備もすすめ られて いる。また、 これ らメッシ ュ ・データを用 いた国土 レベル

や、かな り広域 な地域 レベル、すなわちマクロ ・スケールの計画策定支援システムが提案

され、い くっかのものは、実際の用に供 きれている。
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この ような背景 のも とで、街区 レベ ルの保存や再開発 といったマイク ロ ・スケー ルの計

画 にも コンピ ュータ ・グラフィックスの応 用を志向すべ きである と考 える。本章 は、 この

端緒 として、 ハー ドウェアによるオーバー レイ機能をもっラスタ ・スキ ャン型(Raster

ScanType)の カラー ・グ ラフィック ・デ ィスプ レイ装置 を出力装置 とする図形処理 シス

テムを用いて、地区の定性的な地域情報 を計画情報に変換す る手法 にっいて、実例 にも と

ついて考察 しようとす るものである[川 崎 ・笹 田 ・吉川1982]。

街区 レベルの地域情報 をあっか う場合 、より即地的な解析やフ ィジカル ・プラ ンニング

との結合が問題 とな る。このため、地域情報のデータ ・フ ォーマ ッ トとしては、 メッシ ュ

方式 よりもポ リゴン方式 の方が より実態に即 した解析が可能で ある とざれている。 また現

在、広域 なシ ステムにおいても メッシュベー スか らポ リゴ ンベースへ の移行 は顕著 な傾 向

で ある。

しか しなが ら、メッシx方 式は、そのデータ構造が単純明解で あること、TVモ ニタに

代表 され るラ スタ ・スキ ャンCRT(Cathode-RayTube)で の表示が容易で あるな どの捨

てがたい利点 をもっている。そこで本章では、ラ スタ ・スキ ャン型のカラー ・グラフ ィッ

ク ・デ ィスプ レイを出力装置 として硝 いるところか ら、即地的な解析には不向 きである と

されているメ ッシュ方式を あえて用いるこ ととする。逆 に言 えば、 メッシ ュ方式を用 いて

いても即地的な解析に充分対応可能であることを、実例 にも とついて示そ うとするもので

ある。なお、ラスタ型 は、線分 の表示 には難点 があるものの、面図形、色彩図形を主 とし

た表示 には向いている[笹 田 ・山口 ・吉川1980]。

また、メッシ ュ方式のデータは他の形 のデータに比べ て、直交格子点を用 いて位置決 め

が容易にでき、4点 で囲まれ るメ ッシ ュ領域を考 えれば各 ユニッ トが均等 で、異な るデー

タ ・アイテム相互 の比較や重ね合せ に好都合で、メッシ ュ ・アナ リシスや オー バー レイ ・

マ ッピング に利用 できる[笹 田 ・山 口 ・吉 田1975a,b、 笹 田1979]。 データ入力 に

少 々の労力 を要 した としても、そのデータの多面 的な利用が可能でメ リットは大 きい[山

口1986]。 とくに、 メッシュ方式 は地形 のモデル化に よく用 いられている。地形 モデル

やその分析結果をコンピュータに よって視覚的に表現す るために、プ リンタを用 いたもの

[Steinitz・Rogers1970]、 プ ロッタを用いたもの[吉 川1976、 榎本 ・増田1979]、

カラー ・グラフ ィック ・デ ィスプ レイを用 いたもの[山 口1978,1979]な どきまざまな

手法 が開発 ざれている。
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(2)ハ ー ドウェア ・システムの概要*1

本章 で用 いる計算機システ ムの全体構成 を図 一2.1に 示す 。入 出力機器 の うち、図申

点線 で囲んで示す カラー ・グラフィック ・デ ィスプ レイはいわゆ る問題志向(Problem

Oriented)あ るいは利用者志 向(UserOriented)の 立場か ら開発 きれたもので、2台 の

ディスプ レイ とそれ らの表示画面 をハー ドウェアによって合成 し表示す る3台 目のディス

プ レイ とで一組 を成 している。基本的な仕様は、分解能:256×192画 素、表示色;間 接表

示方式 ・8種 類/台 ・任意色 の選択可能 な どで ある。

(3)事 例地 の概要

ケース ・スタデ ィの対象地区 として選定 ざれた京都伏見地 区(図 一2.2)は 、全 国的

にみて も有数 の伝統的町並が保存 きれて いる地区で あり、建設省 による 「歴史的市街地保

全整備計画策定調査」の対象地区の一っ にあげ られている。伏見は酒蔵の町 として特異な

伝統的 町並景観 を保存 して きたが、都市活動 の活発化 とともに酒造業の移転 などの問題が

発生 し、伝統的町並の崩壊が始 まっている。

以下 の作業は、歴史的 あるいは伝統的町並 が、 どの ように して更新す るか とい う歴史的

都市の抱 えている共通 の問題に、何 らか の手掛 りを得 ることを目的 として行 われた整備構

想計画 調査[日 本住宅公団関西支社他1980]の 過程において、その一部を担 っている。

京都市 では従来、産寧坂、祗園新橋 、嵯峨野鳥居本地 区で伝統的町並保存 をすすめて、

かな りの成果を治 め、群体保全 としての、 あるべ きモデルを示 している。 しか し、今 回の

伏見地区 は、 これ らの地 区 と比較す る と、 ク ローズ ざれ た線 的な町並で はな く、 よ り面

的 ・広 域的 な都市計画上 の検討を必要 とす る地 区である。都市軸を南進 させ ようとする京

都市の長期計画 のなかで、副都心 としての位置付 けも あり、また、道路計画、地下鉄計画

な どの拡張 の動向 によっては、南部京都 の拠点 として、最 も大 きな都市的変動 を受けるこ

とも予想 される。この ように考える と、伏見地 区は、群体保全か ら広域的保全開発整備へ

と、開 かれた都市 における保全 と開発 の魅力 あるテーマをも っている。
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図 一2.13ハ ー ドウ ェア ・シス テ ム全体 構 成
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図 一2.23研 究 対象 地 区
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2-2解 析のためのスケール とデータベース

ー般 に街 区 レベ ルでの保存 や再 開発 とい ったマイク ロ ・スケー ルの計画 を取 り扱 う場

合、街区内の個 々の建物 の保存、移転、 あるいは建て替 えな どが問題 となろ う。この問題

に対応するためには、計画過程において示 ざれ る計画情報には、幗 々の建物が表現 されて

いなければな らない。

また、地区のスケールの設定 には種 々の考 え方 があるが、街区 との対応を考慮する と、

1k皿四方 の範囲が適当であろう。その結果、本 システ ムは、小規模な建物 まで画像表示で

.き認識可能であるこ と、1km四 方 の領域を一枚の画像 として表示で きるこ とな どの要求 か

ら、解析 の最小単位で ある基準 メッシュとして、5m×5mの 正方 メッシュを採用 した。

ハー ドウェア.の性能 、すなわちカラー ・グラフ ィック ・デ ィスプ レイが256×192の 画素を

もっ ことか ら、東西方向256×5m=1,280m、 南北方向192×5m=960mの 矩形領域が、

本 システ ムの一枚の画像で取 り扱 える範囲 となって いる。具体的 に言 えぱ、近鉄京都線東

側 より新高瀬川 まで、大手筋通北側 より京阪中書島駅南側 まで の範囲である。

街区 あるいは地区 を性格づ ける要素、すなわち定 性的な地域情報 は数 多 く存在す る。都

市部の再開発計画 あるいは整備計画 の調査において、既存市街地 の土地利用関係 の現況 を

表現する地域情報の一 っ として、建物用途別現況図 あるいは建物構造別現況図を用意 する

こ とが広 く一般 に行われている。これ らの現況図 は、地図上 の敷地あるいは建物にその用

途 別あるいは構造 別に対応 して彩色す る とい う非 常に時間 と労力 の必要 とす るも ので あ

る。

しか しなが ら、 これ らの現況 図 を実 際に計画 に役立て るには、各種 の不 都合 が存在 す

る。すなわち、住居施設のみの分布 を見たい とか、住居施設の うち、木造で あるも のは ど

の あた りに分布 しているか、 というような よりきめの細かい、計画 に密着 した情報 を得 る

ためには、その各種要求 ごとに何枚も の図面 を人手 に よりさらに作成 しなければ な らな

い。多 くの場合 これ らの作業は省略 きれ、全般的な現況図のみが作成 され るに とどまり、

結果 として現況調査が実際の計画 に充分活か きれないきらいが あった。また、計画策定 の

要素 とな った現況調査の結果 を、第三者に充分納得 させ えない とい うことも起 こりえた。

そ こで、 こういう不都合を補い計画 を客観視 し、計画過程を外在化する一っの試み とし

て、土地利用現況解析 に計算機 システムを用 いた手法を導入する。

今回のケース ・スタディでは、土地利用現況 と、建物 と地表面 の構造現況 を取 り上 げ具
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体的作業 を行 った。土地利用に関 しては、敷地単位にその敷地 に建っ建物 の用途 により分

類 してお り、複合的な用途 の建物が建っ敷地 にっいては、 その代表釣な用途をその敷地 を

性格つげる用途 として採用 している。建物の建設 されていない空地、 田畑、公園、道路な

どはそれ 自身の項 目を設 けてお り、表 一2.1に 示す通 り、合計16項 目に分類 して いる。

これは、デ ィスプ レイ1台 あたり8種 類 の表示色が使用でき、2台 のハー ドウェア ・オー

バー レイで最大16種 類の色 を表示 できることか ら決定 きれた。また、構造に関 しては、同

じく表 一2.1に 示す通 り、建物 を5項 目に、地 表面 を4項 目に分類 している。

表一2.13デ ータベースの分類項 目

これ らの分類項 目に したが って、2,500分 の1の 白地図上 でベー ス ・マ ップを作成 し

た。その際、現地調査 を行 う一方、住宅地図、航空写真な ども参照 した。この2枚 のベー

ス ・マ ップを各項 目ご とにコー ド番号を付 け、図一2.3に 示 す各種 のソフ トウェア(図

一2?一

土地利用現況の分類項目 建物と地表面の構造現況の分類項目

1 道路 1 木造建物

2 鉄道 2 木造モルタル建物

3 住居地 3 鉄筋 コンク リー ト造建物

4 官公署地 4 鉄骨造建物

5 商業地 5 レンガ造建物

6 業務地 6 緑被地

7 遊興 ・興行 ・宿泊施設地 7 樹木

8 工業地 8 水面

9 公園 ・緑地 9 裸地

10 教育 ・研究施設地

11 寺院 ・社陵

12 医療 ・厚生施設地

13 運輸 ・供給施設地

14 田畑

15 空地

16 水面 ・河川敷 ・その他
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形 処理プ ログラム)を 用いてデジタイズ し、最終的には256×192す べて のメッシュ(grid

:格 子点)に 、16種 類 と9種 類のコー ドが割 り付け られている2組 のゾー ンマップか らな

るデータベー スが作成 された。

その結果 、解析意図に応 じて情報処理システムを構成 し、2組 のデー タベースに合成 ・

分解 ・オー バー レイな どの操作を行 うことに よって必要な画像 を作成で きる見通 しを得

た。
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2-3画 像 の操作 と表示

(1)基 準 メッシュに よる操作 と表示

本研究 で使用 した画像表示 システムは、 ソフ トウヱアがすべて対話形弍で あること、表

示色がハー ドウ ェアで任意に可変で あることなど、試行錯誤的作業に対応可能 な構成 とな

っている。そ こで、 まず土地利用表現、構造別表現 とも単一指標(分 類項 目)で 表示 し、

分類項目を種 々組み合わせて同時に表示すべ き項 目を見出す とい う作業か ら始め られた。

種 々の組合 せが試み られ たが、 この うち一応 の結果例 として、土地利用 に関 して は図 一

2.4に 示 すA1～A6、 構造別に関 しては図 一2.5に 示すB1～B6が あげ られる。

図 一2.43土 地利用表現の組合せ例
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図一2.5:構 造励表現の組合せ例

図 一2.9～12は 土地利用表現例 のAl、A2、A3、A6で あり、図 一2.13～16は 構造別表現

例 のB1、B2、B3、B6で ある。

図 一2.6にC1～C3の ごとく示 ざれている例 は、土地利用 の代表釣 な系別 に建物 の構造

劉表示 を試みたもので ある。すなわち、ある特定 の土地利用に建っ建物をその構造 別に表

示 し ようとしたも ので ある。図 一2.17～19は 、それぞれ住宅構造分類(C1)、 商業 ・業

務用建物構造分類(C2)、 工場構造分類(C3)で ある。

この ように、本 システムは使用者の意図に応 じて、容易 に画像 を合成 ・分解 ・オーバー

レイするこ とが可能で、その画像生成 ・表示の過程 の中で きまざまな試みを発見的(heu-

ristic)に 行 うことが可能で あった。その うち、 とくに注意 を引 いた事項、および計画に

主要な影響 を与えるで あろ う要素 にっいても、その特徴 を よく表現 しうる形式を採用 し、

ハー ドウェアに よるオー バー レイ ・マッピングな どを用 いて表現 している例が、図 一2.

7に 示 ざれている。
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図一2.20に 示すもの は、蒄ヒ地利用 あ蝶 釶 蓼建物 構造 擦朱造建物 を囚鐘 ドゆ ノ翻 ・に嬢 ぶ
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A2andB1～B4.

A3andB1、 告工 耄日El

B5

A2andBl～B4◆

AlandB1、 告 冉E2

A3andB1、 告工 日

B5

図 一2.8:マ スター ・プラ ンに示唆 を与 える要素

以上述べ てきた ような さまざまな現況把握 の試みを積 み重ねて、図 一2.8に 示す マス

タープランに強い示唆 を与 える画 像(E1,E2)も 得る ことがで きた(図 一2.21,22)。 こ

れ らの画像は、商業 ・業務軸 を表わす商業 ・業務用建物、酒蔵 を表わす木造工場、な らび

に景観構成上重要である と考 え られる地表面 の構造な どか ら成 っている。

以下 に、 これ らの画像出力結果の写真を掲 げ、分析結果にっ いても一部 コメン トする。

分析 に際 しては、計算機の画像 出力結果を検討す るのはも ちろん のこと、過去 の知見 と調

査にあたって収集 ざれた他 の さまざまな資料 の内容、 さらには現地調査に よる検証をも用

いている。すなわち、計算機 システムが土地利用現況 に対 して種 々の判断 を下 しているの

ではな く、 あくまでも人間(計 画者)と の対話 の中で彼(計 画者)の 地区に対する理解 を

援助す るために情報 の変換 ・加工を行 い、計画への示唆 を与 える道具 として使用 されてい

る。結果 として、具体的な整備課題 の抽 出、保存街区 と再開発街区の選定な どが比較的円

滑 にすすめ られた と考 え られ る。
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図 一2.93住 居 地(A1)

道路

鉄道

住居地

淡青色

白色

黄色

住居地は対象地区の全域にわた

って存在 しているが、地区外縁部

に とくにその集積が認め られる。

すなわち東部 においては、近鉄京

都線の東側の区域 と、宇治川 と宇

治川派流に挟 まれた区域、西部 に

おいては濠川 ・宇治川派流 と新高

瀬川 の間の区域に多い。

図 一2.10:商 業 ・業 務地(A2)

道路

鉄道

官公署地

商業地

業務地

遊興 。興行 ・宿泊施設地

淡青色

白色

焦茶色

赤色

桃色

紫色

商業地は大手筋通に沿う東西軸

と、風呂屋町通に沿う南北軸が顕

著である。この両軸以外では、竹

田街道沿いと伏見公園南側に若干
の集ま りが見 られ る。業務地 は、商業軸 の内部 とその隣接地 に位置 してい る。遊興 ・興

行 ・宿泊施設地 は、大手筋通周辺 よりも京阪中書島駅北側の区域 の方に多 く認め られ る。
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図 一2.11:工 業 地(A3)

道路 淡青色

鉄道 白色

工業地 濃青色

工業地は対象地区内に点在 して

いるが、濠川 ・宇治川派流 に沿 う

区域(竹 田街道 と新高瀬川 の問)

と、立石通 と魚屋町通(油 掛通)

の問の区域 に特徴的に立地 してい

る。ほかに京阪中書島駅南側 の新

日本理化 の工場が大規模である。

図 一2.12:土 地 利用 全 図(A6)

道路 淡青色

鉄道 白色

住居地 黄色

官公署地 焦茶色

商業地 赤色

業務地 桃色

遊興 ・興行 ・宿泊施設地 紫色

工業地 濃青色

公園 ・緑地 緑色

教育 ・研究施設地 濃緑色

寺院 ・社陵 青色

医療 ・厚生施設地 橙色

運輸 ・供給処理施設地 茶色

田畑 淡緑色

空地 黒色

水面 ・河川敷 ・その他 黒色
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道路 淡青色

鉄道 白色

木造建物 黄色

対象地区の中心部に多く点在し

ている。とくに立石通と魚屋町通

(油掛通)周 辺区域 と、京町通に

沿 う区域に多い。

図 一2.13:木 造 建物(B1)

道路 淡青色

鉄道 白色

木造モルタル建物 灰色

地区外縁部、主に住居地に顕著

である部分と、大手筋 ・風呂屋町

通に沿う商業 ・業務地に顕著であ

る部分に分かれる。

図 一2.14:木 造 モ ル タ ル建 物(B2)
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図 一2.15:鉄 筋 コ ンク リー ト造 建物(B3)

道路 淡青色

鉄道 白色

鉄筋コンク リー ト造建物 赤色

大手筋通に沿 う商業 ・業務用建

物(長 崎屋 、西友ス トアなどのス
ーパーマーケ ッ ト

、住友銀行伏見

支店、伏見信用金庫本店な どの金

融機関)と して、その多 くが存在

して いる。また、住居地(公 営住

宅、寮 ・社宅、マンシ ョン)、 工

業地、文教 ・厚生施設地(学 校、

病院)に も点 在 している。

道路 淡青色

鉄道 白色

木造建物 黄色

木造モルタル建物 灰色

鉄筋コンクリート造建物 赤色

鉄骨造/レ ンガ造建物 青色

緑被地 濃緑色

樹木 淡緑色

水面 濃青色

裸地 黒色

図 一2.16:構 造 別 全 図(B6)
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図 一2.17:住 宅 構造 分 類(C1)

道路 淡青色

鉄道 白色

木造建物 黄色

木造モルタル建物 灰色

鉄筋コンクリート造建物 赤色

鉄骨造/レ ンガ造建物 青色

緑被地 濃緑色

樹木 淡緑色

水面 濃青色

木造が、かなりの面積を占めて

いるが、地区の最外縁部は木造モ

ルタルとなっている。これらは、

いわゆ るミニ開発に よるもの と思 われる。中書島周辺は、木造モルタル と木造が混在 して

いる。鉄筋 コンク リー ト造は、公営住宅、社宅 ・寮、あるいはマンシ ョンな どに認 め られ

る。

図 一2.18:商 業 ・業務用建物構造分類(C2)

道路 淡青色

鉄道 白色

木造建物 黄色

木造モルタル建物 灰色

鉄筋コンクリート造建物 赤色

鉄骨造/レ ンガ造建物 青色

緑被地 濃緑色

樹木 淡緑色

水面 濃青色

大手筋通沿いは鉄筋コンクリー

ト造と木造モルタルが主であり、

風呂屋町通の納屋町商店街は木造

モルタルが主となっている。この

うち、鉄筋 コンク リー ト造は、スーパーマーケ ッ トや金融機関の本支店 な どで ある。風呂

屋町通 の南納屋町商店街はほ とん どが木造であ り、京阪中書島駅か ら蓬莢橋の間は木造モ

ルタル と木造 の混在 となっている。
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図 一2.19:工 場 構 造 分類(C3)

道路 淡青色

鉄道 白色

木造建物 黄色

木造モルタル建物 灰色

鉄筋コンクリート造建物 赤色

鉄骨造/レ ンガ造建物 青色

緑被地 濃緑色

樹木 淡緑色

水面 濃青色

対象地区中心部に木造が数多く

点在しており、その大多数が酒蔵

であると考えられる。他は、鉄骨

造が主であり、一部は鉄筋コンク

リート造となっている。

図 一2.20:木 造 工場(D2)

道路/鉄 道 橙色

工業地(土 地利用)青 色

木造建物(建 物構造)淡 緑色

木造工場 白色

(工業地 ×木造建物)

工業地 と木造建物 をハー ドウェ

アに よって、合成 ・表示 した3台

目のデ ィスプ レイの画面 である。

工業地 と木造建物の一致す るところ、すなわ ち木造工場 は加法混色 により白色で表示 され

て いる。これ らの うち、大多数 の部分 は酒蔵 であると考 え られ る。
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道路 淡青色

鉄道 白色

商業 ・業務用建物 赤色

木造工場 黄色

緑被地 濃緑色

樹木 淡緑色

水面 青色

図 一2.21:マ ス ター プ ラ ン作成 に示唆 を与 え る要 素1(E1)

マスタープラ ン作成 に示唆 を与 える要素 として、商業 ・業務軸 を表わすために商業 ・業

務用建物 を、 また酒蔵を表 わすために木造工場を表示 している。 これ らに、景観構成要素

としての地表面 の構造を加 えて表示 している。

道路 淡青色

鉄道 白色

商業 ・業務用建物 赤色

木造工場/木 造住宅 黄色

緑被地 濃緑色

樹木 淡緑色

水面 青色

図 一2.223マ スタ ープ ラ ン作 成 に示 唆 を与 え る要素II(E2)

良好な町屋を含んでいる と思 われ る木造住宅を、図一2.21(E1)に 加 えて表示 してい

る。

1'



(2)拡 大 メッシュによる操作 と表示

図 一2.23:緑 色8階 調

図 一2.25:緑 色 と赤色 の オー バー レイ

(1)に おいて述べ た作業が、5m×

5mの 基準 メ ッシ ュを用い ることによっ

て詳細な画像を得 ることを目的 としたの

に対 し、画像表示す るメッシュを拡大 す

る ことに よって、単一指標(分 類項 目)

の濃淡表現 を可能 とし、対象地区全体 に

わた る土 地利用 系 パタ ー ンを求 めて い

る。この作業は、土地利用混在地区の抽

出 と各種土地利用ゾーンの設定 を行 うこ

とを目的 としている。

具体的 な作業 として、既存の256×192

メ ッシ ュの土地 利用現 況 デー タ をも と

に、拡大 メッシュ内の土地利用系分類項

目の占有度数(当 該分類項 目が割 り付 け

られている基準 メッシュ数)に よって、

その拡大 メ ッシ ュを最大8段 階 に分 類

し、単一色 ・最大8階 調 の明度で表示す

る方法 を採用 して いる 。 さ らに、図 一

2.23,24に 示す ように2種 類の指標 をそ

れぞれ別の色(緑 と赤)で 、2台 のデ ィ

スプ レイに別 々に表現す ると、3台 目の

デ ィスプ レイには、2色 がハー ドウェア

に よってオー バー レイ され、2種 類の指

標各 々の意味 をもっ色(図 一2.25)が

合成 ・表示 される。

なお、拡大 メッシュのスケール、ラ ン

キングな どは ソフ トウェアに よって選択

で きるが、土地利用系パターンの画像表

示例 としているものは、一辺が基準 メッ

シ ュの8倍 に拡大 され た結果で ある。
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住居地が対象地区の全域 にわたって

存在 してい ることが よくわかる。その

中でも対象地区外縁部 、 とくに西部 と

東部の住居地集積度の高 いことが 、画

像表示の明度が高 いことか ら明 らかで

ある。

図 一2.26:住 居地 系 パ タ ー ン

大手筋通の東西軸 と風 呂屋 町通 の南

北軸が鮮明にわかる。 また、京町通 の

南北軸が不鮮明なが ら存在す ることが

わか る。大手筋通 と風呂屋町通の交差

点周辺は商業 ・業務地 として、若干面

的広が りをもっている。なお、画像表

示明度 の非常 に高い3箇 所 は、対象地

区で敷地面積 の相対 的に広いスーパー

マーケ ッ トの立地 している所 である。

図 一2.27:商 業 ・業務地系パター ン

大規模 な工業地 の集積が対象地区の

北 端(大 倉 酒造)と 南 端(新 日本 理

化)に 存在 している。他は とくに対象

地区 中心部 に、小規模なものが点在 し

ている。

図 一2.28:工 業 地 系 パ ター ン
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住居地系パ ターン 緑色

商業 ・業務地系パターン 赤色

上記の2種 類 の指標をハー ドウ ェア

でオーバー レイし、合成 ・表示 した画

像である。大手筋通 の商業 ・業務軸 の

南北両側に、住居地 との混在が認 め ら

れる。また、中書島周辺 と伏見公 園南

側は住商混在地 である。

図 一2.29:住 居地系 ×商業 ・業務地系

商業 ・業務地系パターン 緑色

工業地系パ ターン 赤色

図 一2.29に 同 じ く上記の2種 類 の

指標 のオーバー レイ画像である。 これ

か らは、商業 ・業務地 と工業地 の とく

に顕著な混在は認め られない。

図 一2.303商 業 ・業 務 地系x工 業 地 系

工業地系パ ターン 緑色

住居地系パ ターン 赤色

図一2.29,30と 同様、上記 の2種 類

の指標の オーバー レイ画像である。対

象地区中心部 において、工業地 と住居

地が混在 していることが、顕著に現 わ

れている。

図 一2.31;工 業地 ×住 居地
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2-4他 のケース ・スタデ ィへの応用

これまで述べてきたケース ・スタデ ィは小規模 な建物の密集する市街地で ある京都伏見

地区を対象地区 として行 ったものであったが、本節では都市 のなかのオープ ン ・スペー ス

としての公園 を取 り上げ る。伏見 の場合 とハー ドウェア、ソフ トウ ェアの両方 とも全 く同

じシステムを用いて、岡崎公園 と上野公園 の比較分析を行 った例 を示す。

この例は、岡崎文化村 の構想[京 都青年会議所1981]を まとめる過程で、岡崎公園が

どの程度緑豊かな公園であるかを調べるために、 日本の代表的な公園である上劈公園 と比

較 してみたものである。岡崎公園も上野公 園も共 に内 国勧業博覧会 を契機 に開かれ た こ

と、日本 の近代化の歩みのなかで造 られ た文化施設が集積 していること、都心の都市 公園

として市民に長年親 しまれていることなど、その成立 や発展の経緯に類似 した点が多い。

比較の領域 としては、法定の都市計画公園区域 だけではな く、公園 として成 り立 ってい る

と通常思 われる区域 も含めて一緒にあっか っている。

具体的 には、1/2,500の 地形図 と航空写真をも とに、施設 と地表面 の現況を表現す る地

図 と、樹木 によって覆 われて いる範囲 を示 す地 図をおこ し、 この2組 の地図を図 一2。3

に示す図形処理プ ログラムを用いてデジタイズ し、256x192の メッシ ュ上にデータの割 り

付けを行った。画像表示 と分析 のための最小単位 である基準 メッシ ュは、伏見の場合 と同

様に小規模な樹木や建物 まで表示 を可能 とすることな どか ら、5mX5mの 正方 メ ッシュ

を採用 し、岡崎 ・上野の両公園 をセイム ・スケールで取 り扱 っている。データ化 きれ た分

類項 目とその表示色は、表 一2.2に 示す13種 類である。基本的 には、1/2,500地 形図の図

式 記号 を読み取 って分類 している。 この2組 のデータベ ースを計算機 に よって合成、分

解、重ね合せ な どの操作 を行 い、必要 な画像 と面積の百分率の計算値を得た。図 一2 .32,

33は すべての分類項 目を表示 している例 で ある。

図 一2.34～45に 示す画像 と百分率値は、標記 の項 目ご とに画像表示 を行い、かっ その

メッシュ数 を計算機 によって計数、百分率計算を行 った結果で ある。標記項 目の絶対面積

の差異、公園内での位置、公園領域に占める割合 な どが一 目瞭然である。

結果はある程度予想 きれた通 り、樹木率 、緑被率、水面率な どにっいては岡崎公園 の方

がはるかに低 く、公園 として劣 っているこ とが実証 された。道路 、舗装率 な どはほぼ等 し

いが、岡崎公 園に裸地 ・砂利敷が多いの は、グラ ウン ド、テニスコー トなどの存在に よる

も のである。
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表 一2.2:岡 崎 ・上 野公 園 の分類 項 目

1 樹木 濃緑色

2 水面 淡青色

3 真巾道路 白色

4 公園道 黄色

5 舗装地 灰色

6 緑被地 淡緑色

7 裸地 ・砂利敷 橙色

8 堅牢建物 赤色

9 普通家屋 濃青色

10 無壁舎 桃色
11 低層施設 紫色

12 イ ンクラ イ ン 。モ ノ レー ル 茶色

13 その他 焦茶色

図 一2.32:岡 崎 公 園 全 図 図 一2.33:上 野 公 園全 図
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図 一2.34:樹 木(岡 崎)

樹木 率26。O%

図 一2.35:樹 木(上 野)

樹 木 率32.4%

図 一2.36:緑 被 地(岡 崎)

緑被 地 率17.6%

図 一2.37;緑 被地(上 野)

緑 被 地 率32.4%
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図 一2.38:水 面(岡 崎)

水 面 率9.5%

図 一2.393水 面(上 野)

水 面率14.5%

図 一2.403裸 地 ・砂 利 敷(岡 崎)

裸地 ・砂 利敷 率23.1%

図 一2.41:裸 地 ・砂 利 敷(上 野)

裸 地 ・砂 利 敷 率2.1%
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図 一2.42:道 路 、 舗装 地(岡 崎)

総道 路 率20.1%

舗 装 地率10.7%

合計30.8%

図 一2.43:道 路 、舗 装 地(上 野)

総 道路 率19.4%

舗装 地 率14.O%

合 計33.4%

図 一2.443施 設 類(岡 崎)

総 施 設 率19.O%

図 一2.45:施 設 類(上 野)

総施 設 率16.5%

一48一


































































































































































































































































































































































































